
フィリピンの少年司法制度に関するまとめ 
 
フィリピンの少年司法制度についての概要 
2006 年に制定されたフィリピンの少年司法福祉法（Juvenile Justice and Welfare Act of 2006：
RA 9344）では、法に触れた⼦どもたちに対する司法と福祉を統合した法律である。⼤きな
特徴としては、⼦どもを「犯罪者」として処罰するのではなく、「⽀援を必要とする⼦ども」
として捉え、更⽣と社会復帰を重視することを⽬的とした法律である。⼦どもの最善の利益
を第⼀に優先し、⼦どもを単に罰するのではなく、問題⾏動の背景にある家庭環境や教育環
境、社会的要因にも着⽬しながら、再犯防⽌と健全な成⻑を⽀援することを⽬指している。 
この法律では、少年の刑事責任年齢は満 15 歳と規定されており、15 歳未満の⼦どもや、15
歳以上 18 歳未満で識別能⼒がないと判断された⼦どもが法に抵触した場合、刑事責任は問
われないが、政府・⾏政主導の更⽣プログラム（インターベンションプログラム）を受ける
ことになる。⼀⽅、15 歳以上 18 歳未満で識別能⼒がある⼦どもについては、犯罪の内容や
更⽣の可能性などを踏まえ、ダイバージョンプログラムまたは司法⼿続き（裁判）が選択さ
れる。ダイバージョンプログラムの制度は、⼀定の条件を満たす⼦どもに対して、司法⼿続
きに代わるものとして、カウンセリングやライフスキルトレーニング、家族⽀援、地域奉仕
活動などを通じて地域社会で⼦どもの更⽣を図ろうとするものである。ダイバージョンプロ
グラムを修了し、更⽣が成功したと判断された場合は、事件の記録は公式にクローズし、放
免される。放免となった場合は、裁判にかけられることも、前科として記録が残ることもな
い。⼀⽅、司法⼿続に進み、裁判で有罪判決が出た場合でも、判決の執⾏は、18 歳（場合に
よっては 21 歳）になるまで猶予され、その間は更⽣施設などで社会復帰に向けた指導（更
⽣プログラム）を受ける。このプロセスにおいて更⽣が認められた場合は、裁判所は判決を
却下・放免し、社会復帰することができる。この場合も、前科者として扱われることはなく、
犯罪記録についても秘密が保持され、将来の就学や就職などで不利益を受けないよう保護さ
れる。 
このように、フィリピンの少年司法制度では、「処罰」ではなく、「更⽣」と「社会復帰」を
基本理念としており、⼦どもの年齢や識別能⼒、家庭環境などを踏まえながら、⼀⼈ひとり
の状況に応じた⽀援を提供することを重視している。 
 
 
※CAR と CICL 
l CAR（Children at Risk）：⾮⾏や犯罪に関与するリスクが⾼い環境にある⼦ども 
l CICL（Children in Conflict with the Law）：法に抵触した⼦ども 
 



CICLの処遇決定のプロセス 
① 警察による保護・⾝柄の確保・初期対応 

Ü 保護者や市のソーシャルワーカーへ連絡 
Ü 年齢確認 
※⾝柄を確保した際、⼿錠の使⽤や暴⼒的な⾔動、⼤⼈と同じ留置場への収容は法律で
禁⽌されている 

② 市のソーシャルワーカーへの⾝柄の引き渡し、ソーシャルワーカーによるアセスメン
ト・調査報告書の作成 
Ü 家庭環境・学校⽣活・⾮⾏歴・更⽣の可能性などの調査 
Ü 識別能⼒の有無の評価 
※アセスメント期間中は、⼦どもの安全や家庭環境などを踏まえ、家庭で⽣活する場合
と、Bahay Pag-asa などの施設で⼀時保護される場合がある。 

③ 処遇の決定１「年齢および識別能⼒による処遇決定」 
l 15 歳未満の場合：釈放、家庭でのインターベンションプログラム。もしくは、家庭

環境に問題がある場合は、施設で保護。 
l 15 歳以上 18 歳未満で識別能⼒なしと判断された場合：釈放、家庭でのインターベ

ンションプログラム。もしくは、家庭環境に問題がある場合は、施設で保護。 
l 15 歳以上 18 歳未満で識別能⼒ありと判断された場合：ステップ④に進む。 

④ 処遇の決定２「ダイバージョンの検討」 
犯罪の重⼤さや本⼈の態度、更⽣の可能性、被害者との和解の可能性などの観点から、
ダイバージョンの適⽤か、司法⼿続き（裁判）に進むかを決定。ダイバージョンプログ
ラムを適⽤された場合は、地域もしくは施設でダイバージョンプログラムを受ける。ダ
イバージョンを適⽤されなかった場合は、ケースが検察官に送られ、家庭裁判所で裁判
が⾏われる。（ステップ⑤） 
※ダイバージョンプログラムを適⽤された場合でも、対象の⼦どもがダイバージョンプ
ログラムによる更⽣が失敗した場合は、再び司法⼿続きへと戻り、裁判所で処遇が決定
される。 

⑤ 処遇の決定３「裁判での判決」 
検察による調査を経て、裁判所で罪状と刑期の確定。 
ただし、18 歳未満の犯罪の場合は、判決の⾔い渡しと同時に、法律に基づき「刑の執⾏
猶予」が⾃動的に適⽤される。刑の執⾏猶予となった⼦どもは、公的な⻘少年更⽣施設
（Bahay Pag-asa や Regional Rehabilitation Center for Youth）に収容され、数ヶ⽉〜数
年の更⽣プログラム（リハビリテーション）を受けることになる。 

⑥ 最終ゴール「判決の放免」 



施設での更⽣が順調に進み、ソーシャルワーカーから「⼗分に更⽣した」と報告があれ
ば、裁判所はケース（判決）を却下・放免し、⼦どもは完全に⾃由な⾝として社会に戻
ることができる。またこの場合、前科（犯罪記録）もつかない。将来就職する際などに
「前科・犯罪歴なし」として扱われる。 
※ただし、施設で著しく素⾏が悪く、更⽣の余地がないとみなされた場合は、18 歳（ま
たは最⻑ 21 歳）に達した時点で執⾏猶予が取り消され、⼤⼈の刑務所に移送されて刑
期を務めることになる。 

⑦ 刑の放免後のサポート「アフターケア」 
ダイバージョンプログラムの修了者や施設での更⽣プログラムを終え、裁判所からケー
スを放免された⼦どもが、再び⾮⾏に⾛らずに、スムーズに家庭や地域社会に復帰する
ためのサポート。⾃治体のソーシャルワーカーが定期的な家庭訪問を⾏い、⼦どもたち
の様⼦のモニタリングを⾏う。アフターケアは最低 6ヶ⽉の期間実施。 
 

※フィリピンの少年司法では「⼦どもを絶対に刑務所に⼊れない」というわけではなく、正
確には「有罪判決を受けても、⽴ち直るためのチャンス（執⾏猶予）が⾃動的に与えられる」
という仕組み。 
※「刑期」というゴール（またはペナルティ）をあらかじめ設定した上で、「施設で真⾯⽬
に更⽣に向けて頑張ればその刑期は消滅（放免）するけれど、更⽣を拒否し続けたら本当に
刑務所に⾏くことになるよ」という仕組み。 
 
 
更⽣プログラムの詳細 
 

項⽬ 
インターベンション 

（Intervention） 
ダイバージョン（Diversion） 

アフターケア 

（Aftercare） 

対象 

18 歳未満の CAR 

15 歳未満の CICL 

15 歳以上 18 歳未満の CICL 

[識別能⼒なし] 

15 歳以上 18 歳未満の CICL 

[識別能⼒あり] 

 

施設を退所した CICL 

ダイバージョンプログラムを修了

した CICL 

⽬的 ⾮⾏防⽌・更⽣⽀援 裁判⼿続きを回避した更⽣ 社会復帰・再犯防⽌ 

 
 
① インターベンションプログラム 
《⽬的》 



⼦どもたちが犯罪を犯す前、問題が深刻化する前に実施するプログラム。⼦どもたちの犯
罪や再犯を防ぐための予防・早期⽀援を⽬的とする。 
《対象となる⼦ども》 
18 歳未満の CAR（Children at Risk） 
15 歳未満の CICL（Children in Conflict with the Law） 
15 歳以上 18 歳未満の CICL [識別能⼒なし] 
 
※フィリピンでは、15 歳未満の⼦どもが違法⾏為を⾏った場合でも、刑事責任は問われな
い。そのため、15 歳未満の違法⾏為を⾏った場合は、刑事裁判⼿続きではなく、インター
ベンションプログラムを受ける。また、15 歳以上 18 歳未満であっても、⾏為時に「識別
能⼒・判断能⼒」がなかったと判断された場合は、刑事責任は問われず、インターベンシ
ョンの対象となる。さらに、犯罪を犯してはいないが⾮⾏のリスクがある⼦ども（CAR）
も、インターベンションの対象となる。 
 
補⾜説明 
1. CAR の具体例 
Ü 学校に通っていない・中退している⼦ども 
Ü 家庭環境に問題がある⼦ども（ネグレクト・虐待など） 
Ü ストリートチルドレン 
Ü 不良グループとの交流がある⼦ども 
Ü 薬物やアルコールに接触するリスクのある⼦ども（家族や友⼈に薬物使⽤者がいるな

ど） 
 
2. 虐待を受けている⼦どもへの対応 
虐待が発⾒された⼦どもすべてが施設で保護されるわけではない。 
 
＜施設で保護されないケース＞ 
Ü 虐待の程度が⽐較的軽く、安全が確保できる 
Ü 保護者が問題を認識し、改善の意思がある 
Ü 親族など安全に⼦どもを養育できる⼈がいる 
Ü ソーシャルワーカーが継続的に家庭をモニタリングできる 
 
＜施設で保護されるケース＞ 
Ü 命や⾝体に重⼤な危険がある 



Ü 性的虐待や重度の⾝体的虐待がある 
Ü 保護者が虐待を続ける可能性が⾼い 
Ü ネグレクトが深刻 
Ü 安全に養育できる親族がまわりにいない 
 
※⾃治体のソーシャルワーカーが⼦どもの安全を最優先した上で、施設で保護するか家庭
での⽣活を続けさせるかの判断を⾏う。 
※施設での保護は⼦どもの安全を守るうえで重要だが、⼀⽅で⼦どもを家族から引き離す
ことにもなる。家庭で安全に養育できる可能性があるなら、ソーシャルワーカーの⽀援・
監視のもとで、⼦どもが家庭で⽣活を続けられるようにする。 
《プログラムの具体的内容》 
Ü 家庭訪問、本⼈・家族へのカウンセリング 
Ü ライフスキルトレーニング 
Ü 家族へのペアレンティングに関するアドバイス 
Ü 教育⽀援 など 
 
※⾃治体の福祉課に所属するソーシャルワーカーが、⼦どもの課題やニーズに応じて個別
の⽀援計画を作成。作成された計画に沿って⽀援を実施。 
※インターベンションプログラムの終了は、主に担当ソーシャルワーカーが評価を⾏い、
関係機関と協議した上で決定。 

 
 
 
② ダイバージョンプログラム 
《⽬的》 
法に触れた⼦ども（CICL）が、司法⼿続き（裁判）を回避し、地域（コミュニティ）で⽣
活をしながら更⽣を図る制度・措置。 
 
※「⼦ども可能な限りを地域や家庭の中で⽀援しよう」というフィリピンの少年司法制度
の基本理念に基づく。 
《対象となる⼦ども》 
15 歳以上〜18 歳未満の CICL [識別能⼒あり] 
 
補⾜説明 



1. ダイバージョンか司法⼿続きに進むかの判断基準 
CICL がダイバージョンプログラムの対象になるか、司法⼿続き（裁判）に進むかは、犯
罪の重⼤性、⼦どもの年齢や識別能⼒、家庭環境、更⽣の可能性、被害者との関係などを
総合的に考慮して判断される。⾃治体のソーシャルワーカによって作成された報告書をも
とに、警察・検察・裁判所が判断。 
 
※事件の進⾏段階によってダイバージョンを決定する主体が変わる。 
警察段階：⼀定の条件を満たせば警察がダイバージョンを実施できる 
検察段階：送検後は検察官がダイバージョンを検討 
裁判段階：起訴後は裁判所がダイバージョンの可否を判断 
 
＜ダイバージョンの対象となるケース＞ 
Ü ⽐較的軽微な犯罪（軽微な窃盗、軽度の器物破損、軽微な暴⾏、軽傷害など） 
Ü 本⼈が反省しており、更⽣の意思がある 
Ü 被害者との和解の可能性がある 
 
＜司法⼿続きとなるケース＞ 
Ü 重⼤・悪質な犯罪（殺⼈、強盗、強姦、薬物の製造・密輸・販売など） 
Ü 本⼈に反省が⾒られず、再犯のリスクが⾼い 
Ü 被害者との和解・被害回復が困難 
 
2. 地域でのダイバージョンか施設⼊所かの判断基準 
ダイバージョンは原則として地域・家庭での更⽣プログラムであるが、家庭環境などの問
題により、地域・家庭での⽀援が難しいと判断された場合は、施設で保護されながらダイ
バージョンプログラムを受ける場合もある。 
 
《施設⼊所になるケース》 
Ü 保護者がいない・保護者が監督できない 
Ü 家庭で安全に⽣活できない・虐待やネグレクトがある 
Ü 再犯リスクが⾼い 
 
3. フィリピンの⻘少年更⽣施設 
n Bahay Pag-asa：地⽅⾃治体が運営 
n Regional Rehabilitation Center for Youth（RRCY）：DSWDが運営 



⼦どもが地域社会へ戻り、⾃⽴した⽣活を送れるよう⽀援することを⽬的。更⽣・⾃⽴の
ためのプログラムを提供。 
 
※施設に⼊所している⼦どもの多くは、司法⼿続の対象となっている CICL だが、家庭環
境や安全上の理由から、ダイバージョンの対象となった⼦どもが施設で⽣活しながら⽀援
を受ける場合もある。 
 
《プログラムの具体的内容》 
Ü 家庭訪問、本⼈や家族への個別・グループカウンセリング 
Ü ライフスキルトレーニング 
Ü 価値観教育 
Ü 被害者との関係修復（謝罪、被害回復、和解に向けた話し合いなど） 
Ü 地域奉仕活動・ボランティア活動への参加 
Ü 職業訓練・技能習得 
Ü 学校復帰や学習⽀援などの教育⽀援 など 
 
※本⼈の更⽣だけでなく、被害者との関係回復（修復的司法）や地域社会とのつながりの
回復・社会参加も重視した内容。 
※⾃治体の福祉課に所属するソーシャルワーカーが、⼦どもの家庭環境や犯した⾏為、⽀
援ニーズに応じて個別のダイバージョンプログラム（⽀援計画）を作成。作成された計画
に沿って⽀援を実施。 
《ダイバージョンプログラムの⼿順》 
① 契約書（ダイバージョン・コントラクト）の締結 

「市またはバランガイ」「対象となる⼦どもおよびその保護者」「被害者」との間で法
的な効⼒を持つ公式な契約（コントラクト）を結ぶ。 
契約書には、「学校に毎⽇通う」「被害者に謝罪し、○○ペソ賠償する」「地域奉仕活動・
ボランティア活動に○○時間参加する」「夜○○時以降の外出禁⽌」「ソーシャルワー
カーとのミーティングに参加する」などの更⽣のための具体的な条件や期間が明記さ
れている。 
※この条件は、⼦どもの年齢、犯した罪、被害者の要望などを考慮して作成。 

② 契約書に記載された条件へのコミットメント 
対象となる⼦どもは、契約書に遵守した⽣活や活動を⾏う。⾃治体のソーシャルワー
カーはモニタリングを⾏う。 

③ プログラム修了の決定 



契約期間終了の際に、「契約書に記載された条件をすべてクリアしたかどうか」、「本⼈
に反省と更⽣の前向きな変化が⾒られたか」、「被害者や地域社会との和解は完了して
いるか」、などの観点から更⽣が成功したかどうかを判断する。成功したと判断された
場合は、警察・検察・裁判所が最終決定を下し、事件の記録を公式にクローズ（放免）
する。放免となった場合は、裁判にかけられることも、前科がつくこともない。 
ただし、⼦どもが途中で契約を破ったり、ソーシャルワーカーの指導を拒否し続けた
りして、プログラムを修了できなかった場合は、司法⼿続き（裁判）へと戻される。 

 
 
③ アフターケアプログラム 
《⽬的》 
ダイバージョンプログラムや更⽣プログラムを修了した⼦どもが、再び⾮⾏に⾛ることを
防ぎ、スムーズに家族との再統合や社会復帰ができるようにサポート。最低 6ヶ⽉の期間
実施。 
《対象となる⼦ども》 
ダイバージョンプログラムを修了した CICLや更⽣施設を退所した CICL 
《プログラムの具体的内容》 
Ü ソーシャルワーカによる定期的な家庭訪問、⽣活状況の確認 
Ü 家族へのカウンセリング 
Ü 職業訓練の紹介 
Ü 地域社会とのつながりづくり など 

 
 
 


